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多摩ニュータウン縮小計画
ー諏訪二丁目団地の再生を通してー

指導教員 高 宮 眞 介　　　                  　　　　　　　　　　　　　　　　 M4051 二 瓶 士 門

1 計画の背景

人口減少に突入する時代にあって、街に投資する前提となっ
ていた「人口の増加」と「地価の高騰」という神話は失わ
れたといえる。また一方で、街を構成する建築は、ハード
ではなくソフトの問題によって、僅か 30 年で滅失期間を
むかえている。多摩ニュータウンの初期の開発地域である
諏訪 2丁目団地周辺においては、投資する根拠、構築する
すべも失っている状況が、人口の減少・廃校による遊休地化・
近隣センターの衰退といったかたちで、顕在化している。
＊ : 社会資本整備審議会住宅宅地分科会 基本制度部会報告案参考資料 (2005
年 6月 29 日 ) 資料 12 滅失住宅の平均築後経過年数によると、日本の滅失期
間は 31年。アメリカ 44年。イギリス 75年。

2 諏訪二丁目団地をとりまく状況

2・1 「新しい団地」の必要性

開発主体であった都と公団の撤退により、全体を調整する
視点を持たない民間による投機的な開発の本格化や、住民
主体による建て替え運動がなかなか実を結ばないという状
況から考えると、これからの多摩ニュータウンを誘導する
「新しい団地」を必要としているという仮説は有効と考える。
参照 : 諏訪 2丁目団地は入居から 35 年経過、1988 年からは住民主体の建て

替え運動が継続している。

2・2 「多摩ニュータウン」にとっての障害

31 万人サイズの街と計画されていたが、実際は 19万人に
とどまっている。小中学校の廃校が進み、さらに遊休地の
増加が見込まれる。地価の下落傾向が進む現在、初期投資
を回収出来ないうえに、維持管理が膨らむ一方である状況
から、適正なサイズに制御することが求められている。
参照 :2005 年 6月 12日付けの朝日新聞によると、多摩ニュータウン全体で売

れ残っている土地は 244ha。借金は 3200 億円。

2・3 「3DK」と「近隣センター」の解体

多摩ニュータウンにおける 3DKと近隣住区は、未開の地を
を開くための単位であった。しかし、かつての家族の規範
にそって設定されている 3DKや、近隣住区のシンボル的な
存在である近隣センターの衰退という現状が、単位の解体
を要求している。また、3DKと近隣センターは、多摩ニュー
タウン全体に通じる単位でもある。

 fig5 参照 :「「51C」家族を容れるハコの戦後と現在」のなかで、上野千鶴子が「ケ
アを必要とする人々を抱えた住宅というハコは外に開かれる必要がある」と指

摘している。

2・4 まちを展開する主体となりえる存在

切れていた・切れてしまった関係をつないでいくこと

まちを展開していくには、建築がたつと同時に、空間の運
営主体が必要である。多摩ニュータウンにおいては、入居
から 35 年経過し、展開のきざしが見える。例えば fig2 や
3 の情報を集約し、公開しているのは地域の NPO である。
また、多摩にある大学が学術的な視点からのサポートを試
みている。公的な視点のまちづくりや民間の開発と、住ま
い手（空間の使い手）との隔たりを埋めていく主体が定着
しつつあると言える。それらがサポートする問題は日常か
ら制度の調整まで、幅広く期待されており、その層を社会
学的には中間集団と呼ばれている。こういった背景から、
日常空間への欲求が高まり、多摩ニュータウンと住まい手
の関係がつながっていく伏線がよみとれる。
参照 :「中間集団が開く公共性 公共哲学 7」佐々木毅 金泰昌編 のなかで、家族・
町内会・自治会・サークル・ボランティア団体・NPOといった国家や企業と
個人の間にある、集団を中間集団と定義している。

2・5 敷地の価値

多摩ニュータウンでは、未だ建て替えを行った例がない。
諏訪 2丁目団地は駅前に立地し、実際に住民主体の建て
替え運動が起こっている初期の開発地域であるため、今後
の多摩ニュータウンを展開していく流れをつくるフラッグ
シップとして最適であると考えられる。
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fig10 丘陵地の頂部を整地しできたニュータウン

fig8 １街区単位で建て替えていく流れ

fig9 高密度に建て替える流れを利用し、遊休地を集積させるダイアグラム

fig11 配置図

　　現状　　　　　　　　　　　　　　　　提案

3 計画の目的

本計画の目的は、多摩ニュータウンのサイズを是正してい
く流れの中、諏訪二丁目にたつ既存の団地を残しながら、
住棟同士をつないだボリュームをアディションすることで、
床面積と居住人口を増やす。郊外的なスケール感をキープ
したまま、居住専用の団地から、居住空間のスケールの
なかで達成できる規模の機能 (NPO 支援、児童館、商店、
SOHO、スタジオ、ケアサービスなど ) が一体となった新し
い団地を計画することである。

4 提案プログラム

4・1 高密度に建て替えていき、まちのサイズを是正する

・現在、世帯人数構成が、入居当初 の 2.81 人 / 戸から 1.87
人 / 戸にまで減少している ( 全国平均 2.67 人 H12 国勢調
査 )。現状の人口規模を保ちながら、居住人口密度を上げて
いくことで、郊外における都市的で自由な日常生活を実現
していく。本計画の諏訪 2丁目団地において、仮に市街地
における平均値とされる 2.5 人 / 戸の密度を目標値と設定
し、現状の 340 戸× 1.87 人 / 戸 =635 人から、400 ユニッ
ト× 2.5 人 / ユニット =1000 人の規模へ居住人口密度を上
げる計画とする。

・現在 14ha ほどある遊休地を起点とし、駅前の住宅団地か
ら高密度に建て替えをし、分散して存在する未開発の土地
( 遊休地・未利用地 ) を集積させる。順調に団地の再構築
が進むと 20年後には土地の集積が完了する。その土地は、
自然に戻すことも選択肢のひとつになると考えられる。

4・2 居住と日常生活を満たす機能が混在した新しい団地

近隣住区にもとづき 100ha の住区を「日常生活の単位」と
してきたが、近隣センターの衰退によって満たされていな
い日常生活を再生するために、島状の地形を利用した街区
内で近隣センターに匹敵する施設を実現するように計画す
る。現在は住宅専用団地として設定されているが、居住以
外の機能を混在させていく。

・構成されるユニット数と延べ床面積

初期の開発地域が多く含まれる多摩市内の多摩ニュータ
ウン地域の平均世帯あたり人数 は 2.43 人 / 戸である。第
八期住宅建設五カ年計画にある一般型誘導水準 の 2 人世
帯 75 ㎡・3人世帯 98 ㎡を参照し、敷地 3.52ha で可能な
最大延べ床 30,964 ㎡を、仮に一律約 77 ㎡で構成すると、
400 ユニットが入る計算になる。現状の 340 住戸から 400
ユニットへ（平均のユニットあたりの面積 46m2→ 77m2）
延べ床面積は 15640m2から 30964m2へ増床する。
・混在させていく機能
少子高齢化に向かうなか、現在の住宅団地が立地している
地域に存在しない、ケア（育児 介助 介護）施設やコミュニ
ティを支援する施設。近隣センターでも担っていた個人が
運営する商店を計画する。

5 建築計画・設計

5・1 配置計画

現状の人や車のアプローチは、ﾍﾟﾃﾞｽﾄﾘｱﾝﾈｯﾄﾜｰｸや車道を介
して、個別に目的地へ到達するかたちになっている。東側
に車のアプローチ道路を追加し、駐車スペースを道路の脇
に並列させることで、中庭に一旦動線を集めてから、住戸
や目的地に向かうかたちとした。これによって、人々が行
き交う中庭が生まれることとなる。
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5・2 集合のルール

多様な日常を受け入れるユニット

誘導面積で一律に面積を確保するのではなく、生活や活動
の規模によって、空間が選択できるように、多様な面積を
用意。それらの面積おのおのに、大きく分けて三種類の性
格の平面を計画する。加えて 1層から 2.5 層まで断面のバ
リエーションを持つことから、ユニットのバリエーション
は無限に拡がる。

「モジュール」

・新規団地

既存の3780mmと直行する3400mmのモジュールを追加。
その約 15㎡を一つのピクセルとし、4から 10ピクセルの
大きさのバリエーションをつくる。
・既存団地
2住戸単位で自立する壁式構造を利用。46㎡の二戸一化と、
一戸そのままの大きさの二通りのバリエーションがある。

「ユニット」

住宅五カ年計画にある一般型の誘導居住水準を参考に、新
規と既存団地のモジュールを利用し、45 ～ 150 ㎡のバリ
エーションをつくる。

5・3 ユニットのプラン

5・4 断面計画

多様な日常生活を受け入れる器を目指すには、床面積を増

やす必要があり、そのために、都は建蔽率 10% のまま容

積率を 50%から 150 に引き上げた。この制度に準じれば、

15階建てになる。しかし、配置を変えずに垂直に引き延ば

すと、冬至四時間日照のルールは失われる。郊外における

都市的な生活を目指すため、五層に見える高さを維持した

まま、面積と機能性を確保したものを計画する。

既存の単身用 既存を二戸一化した核家族タイプ （デュープレックス）
新築の SOHOをもつタイプ新築の核家族タイプ

fig14 一つの中庭を囲むプラン　1/2500

fig16 一つの中庭を囲むセクション　1/1000

fig15 典型的なユニットプラン　1/500
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fig13 面積のバリエーション

fig12 既存のモジュールと交差する新築のモジュール



5・5 架構

アディションした

ボリュームのシステム

プレキャスト柱梁構造

150 × 300 角

新築部分の長手中央部分に、

水回りや階段がなかに

収められ、空調や電気、

情報インフラの配管も収める。

この部分は

火災時に排煙の経路にもなる。

5・6 ランドスケープ

過去と未来をつなぐランドスケープの道

・地形をなめらかにする

人が立ち入れない場所が目立つ凡庸な地形を、敷地内の土
量をキープしたまま切り通しか、ゆるやかな窪地によって
再構成する。

・中庭の再生

・継承する風景
既存団地は 70年の耐力であるため、いずれにしても 35年
後には滅失する。既存団地や敷地の地形がもつ軸線をつな
げたランドスケープの道は引き継がれていく。

fig22 ランドスケープの軸線 1/5000

fig18 切り立った傾斜を切り通しにする

fig19 住棟や駐車場によって切り取られた場所をゆるやかにつなぐ

人が立ち入れない場所

人が立ち入らない場所

現状

提案

35年後

fig17 インフラが収められる部分。

fig20 コミュニティをアフォード

していたかつての中庭

fig21 時系列でみる計画案

多摩ニュータウンにおける外部
空間は均等に配列された住棟が
均質に拡がっているため、外に
発散するスペースがばかりで
ある。そのため、内側に収斂さ
れたスペースが計画されていな
い。モータリゼーションの波に
よって駐車場化してしまった。
中庭を再生する。
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